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事業計画
2030年以降の水素ステーション事業自立化に向け、水素ステーションの整備費、運
営費を低減することを目指し、
・国内の規制適正化に向けたデータ取得、基準案の作成・提案。
・本格普及期を想定した水素ステーションの技術基準案を作成。
（構成機器の最適化、次世代水素ステーションの構成の最適化、長寿命化に関する
提案など）
・我が国の水素ステーション関連技術の国際競争力強化等の観点から、国際基準
調和・国際標準化にかかる提案。

アウトプット目標

2025年以降：HRSに対する（固定式オフサイト 300m3/h）
・整備費（建設コスト）：2.0億円以下まで削減
・運営費：現行の1/2以下まで削減

※NEDOが実施しない部分の規制見直し、民間企業等の取組を含めたアウトカム

アウトカム目標

NEDOの研究成果により得られる規制見直しや技術開発を通じて、最終的には2020
年代後半の水素ステーションの普及自立化を目指す。
（METI水素・燃料電池戦略ロードマップ目標：HRS普及に関して2020年160箇所、
2025年320箇所の設置）

出口戦略
（実用化見込み）

プロジェクト開始時：LD → プロジェクト終了時：ＬＤ
日本は世界に先駆けてHRSの整備を進めており、その設置数は国際的には多く、
運転実績から設備の信頼性は高い。今後も日本の安全性、信頼性を維持しつつ更
なるコストダウン、規制の見直しを進める必要がある。

グローバルポジション

想定する出口イメージ等

「水素利用技術研究開発事業」（2013年～2017年度）においては、2020年以降のFCV及び水素
ステーション（HRS)の普及に向け、規制の見直し、構成機器の低コスト化、安全基盤整備等を進め、
一定の成果が得られた。しかし、世界に先駆け商用水素ステーションの設置を進めてきたことで、整備開
始当初とは異なる新たな課題（運営費、省エネルギー機器など）が明確になり、本プロジェクトではこれら
の課題を踏まえた技術開発を実施する。
更に継続が必要なコスト低減の取り組み及び大型燃料電池車（HDV）向けの技術開発等については、
「競争的水素サプライチェーン構築に向けた技術開発事業」（2023年～2027年度）にて技術開発予
定である。

既存プロジェクトとの関係

・燃料電池自動車(FCV)の世界最速普及を実現するため、水素ステーション（HRS)等に係
る超高圧水素技術（大気圧の約千倍の水素を安全かつ安価に製造・貯蔵・輸送するための
技術）等に関して、普及期を見据えた課題に対応するための研究開発等を進め、規制改革
実施計画等に基づく規制見直しの推進（金属材料の水素特性判断基準、リスクアセスによる
設備構成検討等）や水素ステーションの整備費・運営費の低減に資する技術開発（高圧水
素対応の高分子技術、電気化学式ポンプ、機器のパッケージ化検討等）を実施する。
・FCVの国際競争力確保に向け、車載用高圧水素タンクや充填する水素の品質管理方法等
の国際基準調和・国際標準化等について研究開発を実施する。

プロジェクトの概要

期間：２０１８～２０２３年度（６年間）
総事業費（ＮＥＤＯ負担分）：１５９億円（プロジェクト費用）

（委託／1/2共同研究・助成）

超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業
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＜研究開発スケジュール・評価時期・想定する予算規模＞

202320222021202020192018
国内規制適正化に
関わる技術開発

水素STのコスト低減
等に関連する技術開

発
国際展開、国際標

準化等に関する研究
開発

終了時
評価

中間
評価評価時期

0.56132232616プロジェクト費用
（億円）



報告内容

3．マネジメント

2．目標及び達成状況（概要）

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標と達成見込み
(2)アウトプット目標と達成状況

(1)実施体制
(※)受益者負担の考え方
(2)研究開発計画

事業の背景・目的・将来像
政策・施策における位置づけ
技術戦略上の位置づけ
国内外の動向と比較
他事業との関係
アウトカム達成までの道筋
知的財産・標準化戦略
知的財産管理

アウトカム目標の設定及び根拠
波及効果
本事業における「実用化」の考え方
費用対効果
アウトプット（研究開発成果）のイメージ
アウトプット目標の設定及び根拠
アウトプット目標の達成状況
研究開発成果の意義
副次的成果及び波及効果
特許出願及び論文発表

NEDOが実施する意義
実施体制
個別事業の採択プロセス
予算及び受益者負担
アウトプット（研究開発成果）のイメージ（再掲）
目標達成に必要な要素技術
研究開発のスケジュール
進捗管理
進捗管理：中間評価結果への対応
進捗管理：動向・情勢変化への対応

ページ構成

（塗りつぶしなし） ：評価対象外
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＜評価項目１＞意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

（1）アウトカム達成までの道筋
（2）知的財産・標準化戦略
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2．目標及び達成状況（概要）

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標と達成見込み
(2)アウトプット目標と達成状況

（塗りつぶしなし） ：評価対象外
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報告内容

事業の背景・目的・将来像
政策・施策における位置づけ
技術戦略上の位置づけ
国内外の動向と比較
他事業との関係
アウトカム達成までの道筋
知的財産・標準化戦略
知的財産管理

3．マネジメント (1)実施体制
(※)受益者負担の考え方
(2)研究開発計画



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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事業の背景・目的・将来像

事業の目的
2025年以降のFCV及び水素ステーションの本格普及、2030年以降の水素ステーションの事業自立化に向け、国内規制適正

化・国際基準調和・国際標準化に関する研究開発、FCV及び水素ステーション用低コスト機器・部品等の研究開発を行い、
一連の機器及びシステムのコスト低減、FCVの普及展開及び国際競争力確保に資する。

社会的背景
地球温暖化、化石燃料の枯渇等の課題に対し、省エネルギーの抜本的強化、エネルギーセキュリティの向上、環境負荷の低減

等が求められている。
燃料電池自動車及び水素製造・輸送・貯蔵技術は、国の政策において重要技術と位置づけられ、早期の普及拡大が期待され

ている。



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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政策・施策における位置づけ

内閣
水素基本戦略

METI
水素・燃料電池戦略ロードマップ

NEDO NEDO燃料電池・水素技術開発ロードマップ
研究開発、実証プロジェクト

2050年を見据えたビジョン（水素をエネルギーの選択
肢の1つとする）と、2030年までの導入目標値を提示

技術のスペックやコスト内訳について、様々な目標値を
設定するとともに、取り組み内容を記述

国の目標達成に向けた技術課題を設定
技術課題克服へ向けた研究開発、実証プロジェクトを展開



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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政策・施策における位置づけ

出典：2023年1月4日 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 水素政策小委員会/資源・燃料分科会
アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会 合同会議 中間整理（水素基本戦略の改定に関してNEDO追記）

2023年6月
水素基本戦略改定

【2030年】
水電解装置導入目標
(国内外)：15GW程度
【2040年】
水素等の導入目標：
1200万t/年程度

等



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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技術戦略上の位置づけ
水素・燃料電池戦略ロードマップのアウトカム目標

＊

＊ グリーン成長戦略の改訂（2021年）に
て、1000箇所へ引き上げられた。

出典：水素・燃料電池戦略ロードマップ（資源エネルギー庁、2019年3月12日）



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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技術戦略上の位置づけ

水素・燃料電池技術開発戦略の例

出典：水素・燃料電池技術開発戦略協議会資料より抜粋（資源エネルギー庁、2019年9月）



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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国内外の動向と比較
韓国中国ドイツ米国日本国名

水素経済委員会
Clean Hydrogen Portfolio 
Standard (2023年8月)

など

科学技術部
再エネおよび水素技術重要特

別プロジェクト など

NOW
Clean Energy 
Partnership

(CEP)

エネルギー省
Hydrogen and Fuel cell 

Program
H2@port など

NEDO
・超高圧水素インフラ技術
研究開発事業

・燃料電池等利用の飛躍的
拡大に向けた共通課題解決
型産学官連携研究開発事業

研究開発

燃
料
電
池
自
動
車

水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

1,200箇所(2040年)300箇所(2025年頃)
1,000箇所以上(2035年)

400箇所(2025年)
1,000箇所(2030年)

設置補助金：官民折半
H2 Mobility 中心

1,000箇所(2025年)
4,300箇所(2030年)
設置補助金：州供出

320箇所(2025年)
1,000箇所(2030年)
設置補助金：国供出

商用
水素ステーション

設置目標数

200250108105182
商用

水素ステーション
（建設予定を含む）

(2022年度)

約32,500約500約2,200約15,000約8,000FC乗用車台数
(2022年度)

342
約12,000
Bus,Truck

(35MPa中心)
6866127FCバス等台数

(2022年度)

ーー180ー433FC電動リフター
(FCフォークリフト)

そ
の
他

Ｆ
Ｃ
車
輌

出典：富士経済「2023年版水素利用市場の将来展望」
大和総研「水素社会に係る国際関連機関等研究・政策動向に関する調査研究 成果報告書」
IPHE(International Partnership for Hydrogen and Fuel Cells in the Economy）第40回運営委員会資料



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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国内外の動向と比較

出典：日本水素ステーションネットワーク合同会社資料より抜粋（2023年6月9日）

FCV台数とFCV/STの推移

FC
V台

数

FC
V/

ST

国内のFCV導入台数は近年緩やかな増加傾向。
FCV/STについては停滞の状況。



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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国内外の動向と比較

出典：Global Hydrogen Review 2023（IEA）

国別の水素ステーション設置数推移

水素ステーション数およびFCV台数は全体的に増加傾向。
水素ステーション数は近年中国および韓国において顕著な増加傾向。
FCV台数は韓国において顕著な増加傾向。

中国

欧州

韓国
日本
米国
その他

国別のFCV導入台数推移

韓国

米国

中国
日本
欧州
その他



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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国内外の動向と比較

サウジ・UAE：
石油資源、太陽光を活用した水
素製造

オマーン：太陽光から
の再エネ水素製造に期
待

豪州★ ：褐炭や再エネから
の水素の製造。日豪で実証
を実施中

ブルネイ：天然ガスから水
素製造。日ブルネイで実
証を実施

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ★：地熱エネ
ルギーからの水素の製造。
日本企業と実証実施

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ：風力や太陽光の豊富な再エネ
を活かした水素の製造・輸出に関心

米★：カリフォルニア中心に燃料電池
自動車導入（世界最多の10000
台超）、野心的な水素低コスト目標

カナダ★：燃料電池を
開発、輸出に関心

ドイツ★：再エネからの水
素製造の実証、燃料電池
列車の導入

オランダ★：水素発電の実証プロジェクトを計画
洋上風力による大型水素製造を計画

韓国★ ：燃料電池
自動車の開発・導入

中国★：燃料電池バスを導入
地域間で競争

フランス★：パリ、グルノーブル
で燃料電池自動車導入、FC
バス、トラム、電車も

インド★：CNG・水素混
合ガスによるバス、再エネ水
素

イギリス★：パイプライン網
への水素注入、洋上風力
活用 日本★ ：燃料電池自動

車の開発・導入、水素サ
プライチェーン実証

★：戦略・ロードマップ策定国
ノルウェー★：天然ガス・水力
発電での水素製造、水素船

オーストリア：再エネ水素
による製鉄プロセス実証

チリ★：豊富な再エネ資源を生かし、
水素輸出国を目指す

欧州委員会★：Clean 
Hydrogen Partnership
設立、水素に積極投資

スペイン★：再エネ水素実証
導入計画多

ポルトガル★：
水素輸出も視野



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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国内外の動向と比較

2022年9月に、国家クリーン水素戦略とロードマップのドラフトを公表。
2022年8月にはインフレ抑制法が成立し、水素の生産と投資に長期かつ大
規模な税額控除制度を創設。
クリーン水素ハブ構想（インフラ投資・雇用法）：クリーン水素の生産・加
工・輸送・貯蔵・利用を一体的に実証するためのクリーン水素地域ハブの構
築に総額80億ドルを助成。
2023年10月、7つの水素ハブの選定を発表。

2022年「REPowerEU計画」の公表
「水素加速化計画」により、2030年に2,000万トン導入（域内1,000

万+輸入1,000万）
2023年「グリーンディール産業計画」の公表
「ネットゼロ産業法案」により、規制環境整備、許認可を迅速化。電解槽

技術を含むネットゼロ戦略分野においては、2030年までに域内供給比率
40%を目指す。

米国 欧州

【現状】
水素は主にメキシコ湾岸で製造され、総計

1,600マイルに及ぶ水素パイプラインで、製油
所やアンモニア・メタノール製造工場に供給。
PEM型の電解装置は、2022年5月時点で
620MWが稼働中または建設中。
【見通し】

DOEは、水素価格が各分野の支払意思額
まで低下した場合の想定需要量を積み上げる
と、少なくとも2030年に1,000万トン、2040
年に2,000万トン、2050年に5,000万トンと
試算。 出典：DOE National Clean Hydrogen

Strategy and Roadmap (Draft)

各国の政策（代表例）
・【ドイツ】

欧州域外からの水素輸入サ
ポートメカニズムH2Globalを展
開、2023年度予算は35億€。

・【ポルトガル】
ガスパイプラインに混入する水

素調達を目的とした入札制度
導入、合計3,000t/年を10
年契約にて調達。

・【欧州委員会】
イギリスでのCfD制度導入検

討に続き、「水素銀行構想(予
算規模:8億€)」を検討。

出典：Hydrogen Europe
“Clean Hydrogen Monitor (2022)”

【各国別水素需要見込み(2030年)】【水素・燃料電池技術の普及状況】

出典：第31回 水素・燃料電池戦略協議会 資料4､5等より抜粋



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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国内外の動向と比較

中国の水素需要は年間約3300万トン（世界総需要の約3割）。水素生
産は2060年に約9000万トンに拡大予想
2022年3月、国家発展改革委員会及び国家能源局は、「水素エネルギー
産業発展の中長期計画」を公表。
2025年までに、燃料電池車5万台、グリーン水素製造年間10～20万トン
等の数値目標を設定。
2020年9月、燃料電池自動車の支援について、モデル都市群を選定し、
車両・基幹部材のサプライチェーン整備に応じて補助金を拠出する政策を発
表。現在までに、北京、天津、河北省、上海、広東など５か所のモデル都
市群が選定。2025年までに年間最大約340億円※を助成。

IEAの発表シナリオにおける中国の水素需要量（左）と生産量（右）の展望（2030-2060年）

中国

出典：第31回 水素・燃料電池戦略協議会 資料6､8より抜粋 ※は当該資料で「元」での表記を日本円に換算して記載

2021年10 月、「水素先導国家ビジョン」を公表。
クリーン水素製造量として 2030年には 100 万トン（グリーン 25 万トン、

ブルー75 万トン）、2050 年には 500 万トン（グリーン 300 万トン、ブルー
200 万トン）という目標を掲げている。

2022年11月、水素経済政策を発表し、成長戦略である「3up戦略」を公
表。
水素法改正（2022/6）により、クリーン水素の認定・生産・流通・活用に
向けた制度を包含
2023年8月、クリーン水素発電義務化制度（CHPS）の第１回オークショ
ンを実施。
715GWh（全体で1.3TWhのうち半分）相当の5事業への投資が決定さ
れた。

韓国

出典：水素基本戦略、
IPHE(International Partnership for Hydrogen and 

Fuel Cells in the Economy）第40回運営委員会資料



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）
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大規模化・商用化実証要素技術の研究開発～技術実証革新的技術開発

製
造

輸
送
・
貯
蔵

利
用

分
野
横
断

水素社会構築技術開発事業

競争的な水素サプライ
チェーン構築に向けた

技術開発事業

グリーンイノベーション基金事業

・ 水素発電技術（混焼、専焼）の実機実証

超高圧水素インフラ本格
普及技術研究開発事業

• 水素ステーションのコスト低減等

• 再エネ由来電力等による
水素製造技術開発

• 国内外の未利用資源を活用し
た水素の製造・輸送・貯蔵技
術開発（終了）

• 水素ガスタービン等を用いた発電
システム等の技術開発（終了）

• 地域で水素を利活用するためのポテンシャル調査、水素社会のモ
デル構築実証

• 水素サプライチェーン構築に向
けた要素技術の更なる高度
化、低コスト化、多様化に向
けた技術開発

• 水素輸送技術等の大型化・高効率化技術開発・
実証

・ 革新的な液化、水素化、脱水素技術の開発

• 水電解装置の大型化技術等の開発、Power-
to-X 大規模実証

・ 水電解装置の性能評価技術の確立

燃料電池等利用の飛躍的拡大に向けた共通課題解決型産学官連携研究開発事業（燃料電池）

水素利用等先導
研究開発事業

・ 液化水素関連材料評価基盤の整備
・ 国内規制適正化、国際標準化

• 2040年以降の長期
的な視点で社会実
装を目指す技術開
発

（例：高効率水電解、
メタン熱分解、超効率
水素発電、エネルギー
キャリア、等）

共通基盤技術開発

・ 材料・製品の品質評価、安全評価等

燃料電池等利用の飛
躍的拡大に向けた共
通課題解決型産学官
連 携 研 究 開 発 事 業
（水電解システム）

（終了事業）

脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国技術の国際実証事業

他事業との関係



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義 (終了時評価においては評価対象外）

他事業との関係
201520142013 2016 2017 2018 2019

水
素
社
会

固体高分子型燃料電池利用高度化技術開発事業
（2015～2019FY）

水素利用等先導研究開発事業（2014～2022FY）

2020

超高圧水素インフラ本格普及技術
研究開発事業（2022～2023FY）

固体酸化物型燃料電池等実用化推進技術開発事業
（2013～2019FY）

燃
料
電
池

水素利用技術研究開発（2013～2017FY）

2021 2022 2023 2024

グリーンイノベーション基金事業
(2021～2030FY）

燃料電池等利用の飛躍的拡大に向けた
共通課題解決型産学官連携研究開発事業

（2020～2024FY）

水素社会構築技術開発事業（2014～2025FY）

競争的な水素サプライチェーン
構築に向けた技術開発事業

（2023～2027FY）

18



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 （1）アウトカム達成までの道筋

研究開発項目Ⅱ
水素ステーションコスト低減

研究開発項目Ⅲ
国際展開・
国際標準化

研究開発項目Ⅰ
国内規制適正化

19

アウトカム達成までの道筋
2018 2030 2050

アウトプット目標
アウトカム目標

2023

主に汎用材料の適用範囲拡
大に関し、高圧水素下での評
価試験結果を基に基準案作
成を行う。

2025年以降、水素ステーション
（固定式オフサイトステーション・
300Nm3/h）のコストについて、

・整備費を2.0億円以下まで低減
・運営費を2016年度比の1/2以
下まで低減

水素ステーション関連技術の国
際標準化、FCVにおける国内
規制の適正化・国際基準調
和・国際標準化等に資する
データ取得を行う。

プロジェクト終了

必要となる技術
目標については、
テーマ毎に設定

2025

水素ステーションを構成する機
器、部品等の実用化見通し及
びコスト低減効果を検証し、水
素ステーション設備コスト低減
の目処付けを行う。

水素ステーション事業の自立的展開FCV及び水素ステーションの本格普及

FCV数 ：4万台程度
水素ST：160箇所程度

FCV数 ：20万台程度
水素ST：320箇所

FCV数 ：80万台程度
水素ST：1000箇所

事業期間

安価かつ安全に水素を
供給できる、高効率、高
耐久で低コストの水素ス
テーションの大規模普及

安価かつ安全に水素を
供給できる、高効率、高
耐久で低コストの水素ス
テーションの大規模普及

競争的な水素サプライ
チェーン構築に向けた技術
開発事業

・ＦＣＶ向け水素ステーショ
ンについて、ステーションコス
ト低減に資する部材の適用
範囲拡大や長寿命化を図
る。

・大型水素燃料車等向け水
素ステーションについて、技
術開発等によって計量・充
填技術を確立する。

・ISO/TC197国際標準
化及び国際連携推進

国の目標・戦略
※水素基本戦略改定（2023年6月）
・商用車等への供給拡大を見据えた水素ステーションの大規模化
・水素ステーションの低コスト化や乗用車普及の目標の見直しを検討する。

水素・燃料電池
戦略ロードマップ

その他取り組み
・研究開発成果の国内外へ向けた情
報発信

・関連技術の国際標準化・規制緩和

2020



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 （2) 知的財産・標準化戦略

20

知的財産・標準化戦略

オープン／クローズ戦略の考え方

競争域非競争域

知財のライセンスなど
• 水素製造装置、水素圧縮機、蓄圧器など
水素ステーションを構成する装置・部品類に
係る特許による各社の優位性の確保

• 水素品質分析サービスなど分析コストの低コ
スト化競争につながる場合は技術情報を開
示

標準化推進
• ISO水素ステーション関連
19880-5  充填ホース
19880-7 HRS用Оリング（新規）
複合容器 WG15 など

公

開

秘匿化
• 高圧・低(高)温水素雰囲気下での鋼材の
挙動に関する各種データ。⇒海外への情報
流出を防ぐために原則非公開だが、ISO化
などで日本が議論をリードする場合は、適宜
公開する。

非
公
開

基本特許：材料、構成、構造
周辺特許：用途、システム、周辺

基本特許
「水素製造・輸送・貯蔵システム等技
術開発」「水素先端科学基礎研究事
業」「水素利用研究技術開発」等にて
取得済み。
これらの成果を活用する。

応用/周辺特許
水素製造装置

応用/周辺特許
蓄圧器

応用/周辺特許
その他水素ステーション構
成機器・部品類など

水素ステーションを構成する機器類の特許を取得し、
並行して標準化に於ける議論を日本がリードする。
将来は輸出につなげられるよう、国際的な優位性の
確保を視野に入れる。

• 知財の取扱についての戦略及びルール



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 （2) 知的財産・標準化戦略
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知的財産・標準化戦略



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 （2) 知的財産・標準化戦略
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知的財産・標準化戦略



1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 （2) 知的財産・標準化戦略
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知的財産管理

■委託事業・共同研究事業については、「ＮＥＤＯプロジェクトにおけ
る知財マネジメント基本方針」に基づき、テーマ毎に「知財の取扱いに
関する合意書」を策定。

■合意書では、知財運営委員会や知財の帰属、秘密の保持等、プロ
ジェクトの出口戦略において重要となる知財ルールを整備。

■助成事業については、個々の事業者の知財戦略を尊重し、アウトカ
ムの最大化を図る。



＜評価項目 2＞目標及び達成状況

（1）アウトカム目標及び達成見込み
（2）アウトプット目標及び達成状況

24



報告内容

２．目標及び達成状況（概要）

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標と達成見込み
(2)アウトプット目標と達成状況

ページ構成

（塗りつぶしなし） ：評価対象外

25

アウトカム目標の設定及び根拠
波及効果
本事業における「実用化」の考え方
費用対効果
アウトプット（研究開発成果）のイメージ
アウトプット目標の設定及び根拠
アウトプット目標の達成状況
研究開発成果の意義
副次的成果及び波及効果
特許出願及び論文発表

3．マネジメント (1)実施体制
(※)受益者負担の考え方
(2)研究開発計画



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み
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アウトカム目標の設定及び根拠
根拠アウトカム目標

水素・燃料電池戦略ロードマップの記載。

水素ステーション（固定式オフサイトステーション・
300Nm3/h）のコストを、２０２５年度以降に
・整備費を２．０億円以下まで低減させる。
・運営費を現行の１／２（1,500万円/年）以
下まで低減させる。

上記目標値は、本事業で実施しない部分の規制
見直し、民間企業等の取り組みを含めている。



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み
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本事業における「実用化」の考え方

当該事業の実用化とは・・

• 当該研究開発にて開発された試作品等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されること
例えば、Оリング、充填ホース、バルブなど

• また、当該研究開発に係る規格や業界基準、試験法のドラフトが作成されて、業界団体等
において検討が開始されること
例えば、規制の見直し、ISO、金属材料適用範囲拡大、材料（素材）開発など

をいう。



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み
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アウトカム目標の達成見込み

達成の根拠／解決方針達成見込み現状目標
（2025年以降）

各研究開発テーマにおける2025年度以
降のコストダウン試算結果の合計が、目標
値を下回っている状況。
水素ステーション自立化のために必要とさ
れるテーマについては、「競争的な水素サプ
ライチェーン構築に向けた技術開発事業」
において、更なるコストダウンに向けた研究
開発を継続する。
一方で、水素・燃料電池戦略ロードマップ
に掲げる目標値について、その根拠も含め
た見直しを行い、水素ステーション事業の
自立的展開のために真に必要とされる目
標および方策について改めて協議する。

△

■2022年度実績
・整備費：3.3億円
・運営費：3,100万円/年
(経済産業省の集計結果)

■2025年度見込み※

・整備費：3.3億円
・運営費：2,200万円/年

■2030年度見込み※

・整備費：3.1億円
・運営費：1,500万円/年

水素ステーション（固定式オフサイトステーショ
ン・300Nm3/h）のコストを、２０２５年度
以降に
・整備費を２．０億円以下まで低減させる。
・運営費を１／２（1,500万円/年）以下ま
で低減させる。

上記目標値は、本事業で実施しない部分の
規制見直し、民間企業等の取り組みを含めて
いる。

※ 本研究開発事業で得られた成果に基づいたコストダウン効果を各テーマの実施者にて試算し、NEDOが集計した数値を
2022年度の実績から差し引いた金額。



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み
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アウトカム目標の達成見込み

一方で、ロードマップ目標は水素ステーション構成機器の量産・
大量受注を前提（下記）としているが、昨今の水素ステーショ
ンの建設数が増えていない状況から、本目標の前提が崩れてい
る。上記状況から、水素基本戦略には、水素ステーション自立
化のための目標見直しを実施するとの記載がある。

※構成機器のコスト目標については、規制見直し、安定した
仕様のもとにおける主要構成機器の量産及び大量受注におい
て適切な納期分散が為されている等の前提条件のもと設定さ
れている。
※○台/年・社、○本/年・社とは、コスト目標のための前提
条件であり、「1社が1年に○台、○本生産を行った場合」の
意味。 出典：水素・燃料電池戦略ロードマップより抜粋

運営費については、本事業の研究開発によって2030年度におけるコストが研究成果の社会実装が進めば、達成できる見
込みがある。一方で、整備費（主に圧縮機、蓄圧器、および工事費）については、当初想定よりもコスト低減効果が小さ
いこと、および目標達成時期が2030年よりも後になる見込みであることから、全体としては達成見込みを△とした。



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み
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波及効果

波及効果

• 船舶・鉄道・産業機器・農業機械の燃
料電池化（大規模充填）

• 水素ステーション関連機器の国際展開

波及効果

• 船舶・鉄道・産業機器・農業機械の燃
料電池化（大規模充填）

• 水素ステーション関連機器の国際展開

研究開発項目Ⅱ
水素ステーションコスト低減

研究開発項目Ⅲ
国際展開・
国際標準化

研究開発項目Ⅰ
国内規制適正化

2018 2030 2050

アウトプット目標
アウトカム目標主に汎用材料の適用範囲拡

大に関し、高圧水素下での評
価試験結果を基に基準案作
成を行う。

2025年以降、水素ステーション
（固定式オフサイトステーション・
300Nm3/h）のコストについて、

・整備費を2.0億円以下まで低減
・運営費を2016年度比の1/2以
下まで低減

水素ステーション関連技術の国
際標準化、FCVにおける国内
規制の適正化・国際基準調
和・国際標準化等に資する
データ取得を行う。

プロジェクト終了

必要となる技術
目標については、
テーマ毎に設定

2025

水素ステーションを構成する機
器、部品等の実用化見通し及
びコスト低減効果を検証し、水
素ステーション設備コスト低減
の目処付けを行う。

水素ステーション事業の自立的展開FCV及び水素ステーションの本格普及

FCV数 ：4万台程度
水素ST：160箇所程度

FCV数 ：20万台程度
水素ST：320箇所

FCV数 ：80万台程度
水素ST：1000箇所

事業期間

安価かつ安全に水素を
供給できる、高効率、高
耐久で低コストの水素ス
テーションの大規模普及

安価かつ安全に水素を
供給できる、高効率、高
耐久で低コストの水素ス
テーションの大規模普及

競争的な水素サプライ
チェーン構築に向けた技術
開発事業

・ＦＣＶ向け水素ステーショ
ンについて、ステーションコス
ト低減に資する部材の適用
範囲拡大や長寿命化を図
る。

・大型水素燃料車等向け水
素ステーションについて、技
術開発等によって計量・充
填技術を確立する。

・

国の目標・戦略
※水素基本戦略改定（2023年6月）
・商用車等への供給拡大を見据えた水素ステーションの大規模化
・水素ステーションの低コスト化や乗用車普及の目標の見直しを検討する。

水素・燃料電池
戦略ロードマップ

その他取り組み
・研究開発成果の国内外へ向けた情
報発信

・関連技術の国際標準化・規制緩和

2020
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費用対効果

出典：富士経済「2023年版水素利用市場の将来展望」

水素ステーション稼働率およびFCV台数が想定通りに進めば、水素ステーションおよびFCV水素の国内市
場は2030年には現状の9倍程度となると予測される。

計算ベース
■水素ステーションの平均稼働率
（水素需要量/供給能力）
2022年：8.4%
2030年：42.3%
■1日あたりのFCV満充填台数平均
2022年：4～5台
2030年：24～25台

本事業（超高圧水素インフラ本
格普及技術研究開発事業）の
総事業費

⇒159億円
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アウトプット（研究開発成果）のイメージ／(Ⅰ)規制適正化
水素ステーションの設置・運用等における規制の適正化に関し、規制内容の検討、安全性検証・検討、技術基準案策定、
課題整理などを行う。

水素トレーラー庫

管理棟ディスペンサー

冷凍機

蓄圧器

圧縮機 冷却塔

材料の規制
○Ni当量26.9％の鋼材の例示基準改定に資するデータの取得、解析
○冷間加工材の使用条件の明確化。許容引張応力設定に対する技術課題纏め
○熱処理無しの溶接継手を対象とした技術指針の策定
○低合金鋼技術文書を改正し、圧縮機まで適用範囲を拡大
○中空試験片高圧水素中材料試験法の規格化

運営の規制
○無人運転のための技術基準案作成
○保安統括者等の選任の緩和に関する技術基準

見直し案作成
○保安監督者兼任の技術基準案作成

設計、製作上の規制
○安全設備合理化に係る技術基準案作成
○常用圧力上限値見直しに関する技術基準案作成
○障壁に係る技術基準見直し案作成

その他の規制
○家庭・小規模事業所等での水素充填に関する保安法、ガス事業の法的課

題の明確化
○保安統括者等の選任の緩和
○水素充填設備の室内設置基準のための検討項目明確化
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アウトプット（研究開発成果）のイメージ／(Ⅱ)コスト低減

圧縮機
(昇圧)

蓄圧器
(貯蔵)

プレクーラー
(冷却)

ディスペンサー
(充填)

FCVH2

○高圧水素ガス環境下においても蓄圧器の疲労損傷を検知
する手法の開発。
○容器の圧力サイクル試験により、使用回数の考え方を再定

義するための関係式を構築。
○引張強さ1000MPa以上と水素適合性が両立する製造条

件の明確化。

○充填回数 30,000 回相当のシール部材開発と
シール部材の加速耐久性評価法案設定。
○IoT対応水素センサモジュールの低消費電力化・小

型化を検討、仕様を決定し、試作センサモジュール
にて消費電力目標(≦10mW)を達成。

○高圧水素加速耐久性評価法規格案によりホースの
80,000～110,000サイクルのデータ取得。
○大流量化・変動充填・圧力及び熱損失等の性能評価を

実施、HDV用の計量システムを開発し、福島水素充填技
術研究センターを完成。

○小型且つ高感度な水素ガ
ス分析装置のプロトタイプ制
作し、ISO規格全成分への
適用性を評価。

○80℃で80MPaの放出圧力を示し、吸蔵
圧力と放出圧力の差が小さく、高耐久性
を有する水素吸蔵合金を開発。

○プレクール温度緩和
及び充填台数10台
/hを可能とする新充
填プロトコルの開発。
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アウトプット（研究開発成果）のイメージ／(Ⅲ)国際展開・国際標準化

水素
ディスペンサー

H2
蓄圧器

水素製造装置

水素ステーション

ガソリンスタンド

マルチステーション

・水素ステーション用ホース
(ISO19880-5)（WG22）

圧縮器

水素トレーラー
/ カードル

水素
ディスペンサー

H2
蓄圧器

水素製造装置

水素ステーション

ガソリンスタンド

マルチステーション

圧縮器

水素トレーラー
/ カードル

○自動車の安全性に関わる世界統一基準(GTR)
の審議会に参画し、日本の試験方案に関するドラ
フトドキュメントの国際合意を取得。

○諸外国の最新の動向を調査し、定期的な情報発信
を通じて情報の共有を実施。

○2重配管における水素漏洩着火時の火炎伝播挙動の把
握、影響度の推定、対処策の明確化を実施。
○付臭措置代替となる新たな水素漏洩検知手法の検討・

性能評価、異常検知の可能性調査ならびに各種水素セ
ンサの性能評価・取りまとめ。

○ISOの水素技術に関する専門委員会において、12件の規格を発行。
（そのうち4件は日本提案）

水素品質関連規格（議長国日本）および充填インターフェー
ス関連規格を5件発行。
次期水素品質規格改訂の根拠となる試験テータが必要な成
分を絞り込み、試験データによるギ酸削除、ハロゲン種の絞り込
み、酸素緩和に関するデータの取得。
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アウトプット目標の設定及び根拠
根拠研究開発目標（最終目標）研究開発項目

◆規制改革実施計画（2017/6月）
水素スタンド設備に係る技術基準の見直し、水素特
性判断基準にかかる例示基準の改正等の検討。

• 主に汎用材料の適用範囲拡大に関し、高圧水素
下での評価試験結果を基に基準案作成を行う。

研究開発項目Ⅰ：
「国内規制適正化
に関わる技術開発」

◆水素・燃料電池戦略ロードマップ（2019/3/12）
安定収益の裏付けのある水素ステーション整備と整備
費・運営費の低減を通じた自立的な水素拡販ビジネ
スの展開が必要である。

• 水素ステーションを構成する機器、部品等の実用
化見通し及びコスト削減効果を検証し、水素ス
テーション設備コスト低減の目処付けを行う。

研究開発項目Ⅱ：
「水素ステーションの
コスト低減等に関連
する技術開発」

◆水素基本戦略（2023/6/6）
水素サプライチェーンの構築や水素関連産業への波及
といった広い視点から、必要な標準化を戦略的に検討
する。

• 水素ステーション関連技術の国際標準化、ＦＣ
Ｖにおける国内規制の適正化・国際基準調和・
国際標準化等に資するデータ取得を行う。

• ＩＥＡ等海外の政策・市場・研究開発動向に係
る情報を収集し、国内に発信する。

研究開発項目Ⅲ：
「国際展開、国際標
準化等に関する研
究開発」
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アウトプット目標の達成状況

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

達成の根拠／解
決方針達成度成果（実績）

（2023年3月）
目標

（2023年３月）研究開発項目

汎用材料の鋼材の適用範
囲を拡大し高圧水素適用
性評価試験を基に基準化
案を策定した。

○

◆リスクアセスメントを実施し法規・基準の見直し緩和を図り新たな技
術基準案を策定した。
・無人運転等に必要な技術基準案を策定した。

◆汎用性ステンレスの使用可能範囲拡大のための新たな水素特性
判断基準を制定し、Ni当量低減を図った。
・Ni当量26.9％の水素適合性データを取得し基準化案を策定
した。

・中空試験片高圧水素中材料試験法（SSRT・疲労）の試験
条件を確立し規格案を策定した。

・主に汎用材料の適用範
囲拡大に関し、高圧水素
下での評価試験結果を基
に基準案作成を行う。

研究開発項目Ⅰ：
「国内規制適正化に関
わる技術開発」
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アウトプット目標の達成状況

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

達成の根拠／解
決方針達成度成果（実績）

（2023年3月）
目標

（2023年３月）研究開発項目

水素ステーションを構成する
機器、部材等の実用化の見
通しをたて、コスト削減効果
がある研究開発テーマを検
証し、水素ステーション設備
コスト削減の目処をつけた。
今後はHDV用の設備を視
野に引き続き競争的サプライ
チェーン構築に向けた技術開
発事業でコスト低減を図るよ
うする。

○

◆技術開発及び新たな評価法を見いだすことで、運営コスト（メンテ
ナンスコスト、消費電力、交換頻度）の低減や部材の長寿命化の
目処を付けた。
【蓄圧器】

・高圧水素ガス環境下において疲労損傷にともなうAEの検知
・容器圧力サイクル試験よりマイナー則に基づく累積損傷関係式を構築
・引張強さ1000MPa以上と水素適合性が両立する製造条件の明確化

【シール継手部材、ホース】
・充填 30,000 回のシール部材開発と加速耐久性評価法案設定
・高圧水素加速耐久性評価法規格案によりホースの使用回数3,000～
4,000回程度の見込み

【ディスペンサー】
・プレクール温度緩和及び充填台数10台/hを可能とする新充填プロトコルの

開発
【水素センサー、分析計】
・IoT対応水素センサモジュールの低消費電力化・小型化仕様を決定し、
試作センサモジュールにて消費電力目標(≦10mW)を達成

・小型マルチガス分析装置及び高感度ガス分析装置のプロトタイプ制作し、
ISO規格全成分への適用性を評価

【水素圧縮機】
・80℃で80MPaの放出圧力を示し、低ヒステリシスと高耐久性を両立した
水素吸蔵合金を開発

【HDV用水素ステーション】
・大流量化・変動充填・圧力及び熱損失等の性能評価を実施しHDV用の
計量システムを開発し福島水素充填技術研究センターを完成

・水素ステーションを構成す
る機器、部品等の実用化
見通し及びコスト削減効果
を検証し、水素ステーション
設備コスト低減の目処付
けを行う。

研究開発項目Ⅱ：
「水素ステーションのコス
ト低減等に関連する技
術開発」



2. 目標及び達成状況 (2) アウトプット目標及び達成状況

38

アウトプット目標の達成状況

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

達成の根拠／解
決方針達成度成果（実績）

（2023年6月）
目標

（2023年6月）研究開発項目

水素ステーション関連技術
の国際標準化、FCVにおけ
る国内基準調和・国際標
準化に資するデータ取得を
行い、ISO/TC197の国際
標準化に繋げた。
今後はHDV用の技術基準
化を視野に引き続き競争的
サプライチェーン構築に向け
た技術開発事業でISO国
際標準化を図るようする。

○

◆国際規格策定について世界をリードし、標準化活動に係る国際
連携の推進を実施し、日本の産業振興・競争力強化を図った。

・2018年度から2022年度までのISO/TC197における国際標準化の実績と
しては、12件の規格(そのうち4件は日本の提案)を発行した。

・HFCV-GTR Phase2審議に参画し、日本提案の国際合意に向けて、
審議を推進。ドラフトドキュメントの国際合意を得た。

・諸外国の最新の動向を調査し、定期的な情報発信を通じて情報の共有を
実施した。

・2重配管における水素漏洩着火時の火炎伝播挙動の把握、影響度の推定、
対処策の明確化を実施した。
付臭措置代替となる新たな水素漏洩検知手法の検討・性能評価、
異常検知の可能性調査ならびに各種水素センサの性能評価・取りまとめた。

・水素ステーション関連技術
の国際標準化、ＦＣＶに
おける国内規制の適正化・
国際基準調和・国際標準
化等に資するデータ取得を
行う。
・ＩＥＡ等海外の政策・市
場・研究開発動向に係る
情報を収集し、国内に発信
する。

研究開発項目Ⅲ：
「国際展開、国際標
準化等に関する研究
開発」
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研究開発成果／福島水素充填技術センター（2022年12月完工）

水素トレーラー庫

管理棟
ディスペンサー(NF) ディスペンサー(MF)

冷凍機

高圧圧縮機

高圧蓄圧器

中圧圧縮機

中圧蓄圧器模擬容器

受電設備

冷却塔

大型商用車向け大流量・高速充填技術の開発
80 kg-H2 / 10 min ※乗用車向け：5 kg-H2 / 3 min
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研究開発成果の意義（副次的成果）

◆研究開発項目と成果
Ⅰ【国内規制適正化に関わる技術開発】
⇒リスクアセスメントを実施し、法規・基準の見直し・緩和を図り新たな技術基準案を策定
Ⅱ【水素ステーションのコスト低減等に関連する技術開発】
⇒運営コストのアウトカム目標達成が見込まれた（メンテナンスコスト低減、消費電力削減、部材の長寿命化）
Ⅲ【国際展開・国際標準化等に関する研究開発】
⇒国際規格策定で世界をリードし、日本の産業振興・競争力強化

◆研究開発成果の意義
水素ステーションの運営コストの低減。
2025年度以降の水素ステーションの本格普及、2030年度以
降の水素ステーションの事業自立化に向けた、後継の研究開発
へのフィードバック。
大型商用車用の水素ステーションへの拡大の流れに対応した研
究開発基盤の整備を実施した。

◆副次的成果（波及効果）
商用車HDV（大型トラック）用の水素ステーションの研究開発に
向けた取組を開始（2023年度より競争的な水素サプライチェーン
構築に向けた技術開発事業を開始）
①HDV用充填プロトコル・計量技術の開発
②HDV用のシール等の部材技術の開発
HDV用の研究施設 ⇒ 福島水素充填技術研究センターを完成。
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特許出願及び論文発表

※2023年9月現在

計2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度

26（10）12（7）6（1）5（1）２1（1）特許出願（国際出願）

3014９610論文

2346253275141研究発表・講演

１００010受賞実績

※特許出願の内訳：水素検知センサ9件、充填プロトコル8件、蓄圧器評価手法5件、
水素分析装置2件、シール部材2件

※主な研究発表・講演：
■”Methods of material testing in High-pressure hydrogen environment and evaluation of hydrogen compatibility of 
metallic materials: current status in Japan”（ASME PVP 2018）
■”Establishment of evaluating methods aiming to develop long-life sealing rubber -New attempt of HYDROGENIUS 
Polymer Team-”（水素先端世界フォーラム2019 HYDROGENIUS研究シンポジウム 高分子材料研究部門）
■”The prospect of the international standardization on hydrogen technology (Activities in ISO/TC197)”

（2021 International Conference on Hydrogen Economy Standards）



＜評価項目３＞マネジメント

（１）実施体制
(※) 受益者負担の考え方 ＊終了時評価においては対象外
（２）研究開発計画

42



報告内容

2．目標及び達成状況（概要）

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 (※)本事業の位置づけ・意義
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標と達成見込み
(2)アウトプット目標と達成状況

ページ構成

（塗りつぶしなし） ：評価対象外
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3．マネジメント (1)実施体制
(※)受益者負担の考え方
(2)研究開発計画

NEDOが実施する意義
実施体制
個別事業の採択プロセス
予算及び受益者負担
アウトプット（研究開発成果）のイメージ（再掲）
目標達成に必要な要素技術
研究開発のスケジュール
進捗管理
進捗管理：中間評価結果への対応
進捗管理：動向・情勢変化への対応
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NEDOが実施する意義

FCV・水素ステーションの普及拡大に向けた規制見直し・技術開発は、
○ エネルギー政策上の重要度が高く、社会的必要性が大きい
○ 水素・燃料電池産業の競争力強化に貢献
○ 規制見直しの推進には、 産官学の緊密な連携が必要
○ 水素供給インフラについてはFCV普及初期の市場が限られるため、

民間単独では開発リスクが大きい
○ 本格的普及、自立化に必要な規格化・標準化は全体として取組

が必要

ＮＥＤＯがもつこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業
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実施体制（実施者間での連携）

45

• 技術開発の結果を早期に社会実装するため、事業運営の形態（委員会の設置方法等）を スリム
化。意思決定のスピードアップを図る。

研究開発項目Ⅱ
コスト低減等に関連する技術開発～（ST全体）
委託事業[NEDO負担：100％]

NEDO PM:大平SA

研究開発項目Ⅱ
コスト低減等に関連する技術開発～（機器開発）
委託事業[NEDO負担：100％] 助成[NEDO負担1/2]

研究開発項目I
規制見直しに関わる技術開発
委託事業[NEDO負担：100％]

研究開発項目Ⅲ
国際展開に関わる技術開発
委託事業[NEDO負担：100％]

規制適正化委員会
全
体
技
術
委
員
会
*

（*）事業進捗、コスト低減、国際調和に関する事業全体の調整を行い、個別事業に反映。
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個別事業の採択プロセス

採択条件；採択審査委員会では、以下を採択審査基準として実施した。
①【目標設定】：提案・申請内容が本事業の目的、目標に合致しているか。事業意義が明確か。
②【技術の新規性】：提案・申請された方法に新規性があり、技術的に優れているか。
③【研究計画の妥当性】：提案・申請内容および研究計画に妥当性はあるか。
④【計画遂行力】：提案・申請者は本事業を遂行するに足る能力を有するか。
⑤【提案の経済性】：提案・申請内容の経済性は優れているか。開発予算は妥当であるか
⑥【実用化・経済波及効果】：提案・申請内容における実用化の見込み、企業化計画に妥当性はあるか。また国民生活や経済社会への波
及効果は期待できるか

採択数公募期間公募予告

112018/3/23
～2018/4/23

2018/2/20第１回公募

52018/8/24
～2018/9/25

2018/7/24第２回公募

52020/4/8
～2020/5/12

2020/2/25第３回公募

02021/12/3
～2021/12/17

2021/11/18第4回公募

12022/3/8
～2022/4/8

2021/9/24第5回公募
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予算及び受益者負担
◆プロジェクト費用 委託：21件、助成(1/2負担)：1件 （単位：百万円）

合計2023
年度

2022
年度

2021
年度

2020
年度

2019
年度

2018
年度研究開発項目

3,73907126896841,026627委託100%(Ⅰ)国内規制適正化に関わる技術開発

10,845
53*4,6922,4471,4111,249828委託100%(Ⅱ)水素ステーションのコスト低減等に関

連する技術開発 000568325助成50%

1,3050686123144221131委託100%(Ⅲ)国際展開、国際標準化等に関する研
究開発

15,89053*6,0913,2602,2952,5791,611合 計
*予定金額

委託事業の理由：本事業は、国の政策実施、すなわち水素・燃料電池戦略ロードマップで定める水素ステーション普及のた
めのコストダウン目標の達成のために、必要なデータ等を取得、分析及び提供することを目的とした研究開発であることから、委
託事業を基本として実施した。

助成事業の理由：採択テーマの内、研究開発項目Ⅱ／「電気化学式ポンプの実証・開発」については、製品化検討段階の
研究開発であることから、助成事業として実施した。
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【再掲】アウトプット（研究開発成果）のイメージ／(Ⅰ)規制適正化
水素ステーションの設置・運用等における規制の適正化に関し、規制内容の検討、安全性検証・検討、技術基準案策定、
課題整理などを行う。

水素トレーラー庫

管理棟ディスペンサー

冷凍機

蓄圧器

圧縮機 冷却塔

材料の規制
○Ni当量26.9％の鋼材の例示基準改定に資するデータの取得、解析
○冷間加工材の使用条件の明確化。許容引張応力設定に対する技術課題纏め
○熱処理無しの溶接継手を対象とした技術指針の策定
○低合金鋼技術文書を改正し、圧縮機まで適用範囲を拡大
○中空試験片高圧水素中材料試験法の規格化

運営の規制
○無人運転のための技術基準案作成
○保安統括者等の選任の緩和に関する技術基準

見直し案作成
○保安監督者兼任の技術基準案作成

設計、製作上の規制
○安全設備合理化に係る技術基準案作成
○常用圧力上限値見直しに関する技術基準案作成
○障壁に係る技術基準見直し案作成

その他の規制
○家庭・小規模事業所等での水素充填に関する保安法、ガス事業の法的課

題の明確化
○保安統括者等の選任の緩和
○水素充填設備の室内設置基準のための検討項目明確化

鋼材 リスクアセスメント

技術基準見直し

小規模設備
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圧縮機
(昇圧)

蓄圧器
(貯蔵)

プレクーラー
(冷却)

ディスペンサー
(充填)

FCVH2

○高圧水素ガス環境下においても蓄圧器の疲労損傷を検知
する手法の開発。
○容器の圧力サイクル試験により、使用回数の考え方を再定

義するための関係式を構築。
○引張強さ1000MPa以上と水素適合性が両立する製造条

件の明確化。

○充填回数 30,000 回相当のシール部材開発と
シール部材の加速耐久性評価法案設定。
○IoT対応水素センサモジュールの低消費電力化・小

型化を検討、仕様を決定し、試作センサモジュール
にて消費電力目標(≦10mW)を達成。

○高圧水素加速耐久性評価法規格案によりホースの
80,000～110,000サイクルのデータ取得。
○大流量化・変動充填・圧力及び熱損失等の性能評価を

実施、HDV用の計量システムを開発し、福島水素充填技
術研究センターを完成。

○小型且つ高感度な水素ガ
ス分析装置のプロトタイプ制
作し、ISO規格全成分への
適用性を評価。

○80℃で80MPaの放出圧力を示し、吸蔵
圧力と放出圧力の差が小さく、高耐久性
を有する水素吸蔵合金を開発。

○プレクール温度緩和
及び充填台数10台
/hを可能とする新充
填プロトコルの開発。

【再掲】アウトプット（研究開発成果）のイメージ／(Ⅱ)コスト低減

水素品質分析 ホース・計量

金属材料特性評価 ・試験法
シール・継手技術水素検知

水素吸蔵合金昇圧

充填プロトコル
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【再掲】アウトプット（研究開発成果）のイメージ／(Ⅲ)国際展開・国際標準化

水素
ディスペンサー

H2
蓄圧器

水素製造装置

水素ステーション

ガソリンスタンド

マルチステーション

・水素ステーション用ホース
(ISO19880-5)（WG22）

圧縮器

水素トレーラー
/ カードル

水素
ディスペンサー

H2
蓄圧器

水素製造装置

水素ステーション

ガソリンスタンド

マルチステーション

圧縮器

水素トレーラー
/ カードル

○自動車の安全性に関わる世界統一基準(GTR)
の審議会に参画し、日本の試験方案に関するドラ
フトドキュメントの国際合意を取得。

○諸外国の最新の動向を調査し、定期的な情報発信
を通じて情報の共有を実施。

○2重配管における水素漏洩着火時の火炎伝播挙動の把
握、影響度の推定、対処策の明確化を実施。
○付臭措置代替となる新たな水素漏洩検知手法の検討・

性能評価、異常検知の可能性調査ならびに各種水素セ
ンサの性能評価・取りまとめ。

○ISOの水素技術に関する専門委員会において、12件の規格を発行。
（そのうち4件は日本提案）

水素品質関連規格（議長国日本）および充填インターフェー
ス関連規格を5件発行。
次期水素品質規格改訂の根拠となる試験テータが必要な成
分を絞り込み、試験データによるギ酸削除、ハロゲン種の絞り込
み、酸素緩和に関するデータの取得。

国際動向調査 GTR

ISO

パイプライン輸送
・異常検知

国際規格・国際調和
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個別事業

51

研究開発項目I 規制見直しに関わる技術開発

赤枠：発表事業

事業者名事業番号事業名

一般財団法人石油エネルギー技術センター1-(1)本格普及期に向けた水素ステーションの安全性に
関わる研究開発

一般財団法人石油エネルギー技術センター、
高圧ガス保安協会、九州大学、
金属系材料研究開発センター、
日本製鉄、愛知製鋼、日本製鋼所

1-(2)-①新たな水素特性判断基準の導入に関する
研究開発

国立研究開発法人物質・材料研究機構1-(2)-③中空試験片高圧水素中材料試験法規格化のため
の研究開発


